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【 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況 】

1. 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する
ための体制についての決定内容は以下のとおりであります。

（1）企業活動の健全性を確保する。
①当社グループは、放送事業を中核事業としており、公共性・社会的責務の重要性を深く認識し、企業
倫理をはじめ諸法令、当社が定める諸基準・指針等を順守し、健全かつ適切な企業活動が行われるよう
体制を強化する。
②コンプライアンスの基準となる「テレビ東京グループ行動規範」の順守を当社グループ全ての役員・
従業員に徹底する。
③法務統括局が中心となり、グループ全体のコンプライアンスに関する諸施策を推進する。
④コンプライアンス推進の実効性を高めるために、定期的にグループ役員・従業員を対象としたコンプ
ライアンス研修を実施する。
⑤当社グループの全従業員や取引先等が法令や行動規範の違反、あるいは違反するおそれのある行為等
について通報・相談できる内部通報窓口を当社及び外部に置き、グループ全体の企業活動の健全性
を確保する。

(2)リスク管理体制を整備・推進する。
①リスク管理は、「リスク管理・コンプライアンス委員会」が中心となり、「リスク管理規程」に基づき、
グループ全体として行う。
②「リスク管理・コンプライアンス委員会」は、グループ各社にリスク管理責任者を置き、グループ全体の
リスクを把握し、その影響を最小化するための対策構築を指示し進捗を管理する。
③万一損失の危険が発生した場合でも、速やかに緊急対策や回復措置が実行され、損失の極小化や再発防止
が図れるよう体制を強化する。

(3)業務の効率化を図る。
①常勤取締役・常勤監査役を基本メンバーとした「グループ経営会議」を原則毎週１回開催し、テレビ東京グ
ループの経営戦略及び重要な業務執行を合理的かつスピーディに審議決定する。
②取締役会は社外取締役・社外監査役が出席し、グループ全体の重要事項の合理的な意思決定を行うととも
に、グループ会社の業務執行の監督を行う。
③経営の監督と業務執行の役割を明確化し、当社の取締役は経営判断・戦略策定と業務執行の監督に極力専念
し、経営目標の実現を図る。

2022年05月17日 17時06分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



2

④社内規程に基づく、職務分掌、職務権限及び決裁ルールにより、適正かつ効率的に業務を行う。

（4）内部監査を実施する。
当社に「内部監査室」を置き、当社及びグループ会社の業務の遂行やコンプライアンス体制、リスク管理及
び内部統制システム等の整備・運営状況を監査する。

（5）重要な書類を保存し管理する。
重要な会議の議事録、稟議書等重要な情報・書類については、法令及び社内規程により保存期間等を定め保

存し、適宜閲覧できるよう適切に管理する。

（6）グループガバナンスを強化する。
①グループ会社に対しては経営の自主自立を尊重しつつ、重要事項については、「経営管理契約」及び「テレ
ビ東京グループ会社管理規程」等により、当社取締役会や経営会議に事前承認または報告を求めるなどグル
ープ全体のガバナンス構築に努め、当社グループの総合的な事業の発展を図る。
②グループ会社社長が出席する「グループ社長会」や「グループ連絡会」を定期的に開催し、グループとして
の経営方針の徹底や経営情報の共有化を図る。
③グループ会社には、取締役・監査役を派遣しグループ全体のガバナンス向上に努める。

（7）監査役監査の向上を図る。
①監査体制の強化
・監査役監査を補助するため「監査役会事務局」を置く。
・監査役会事務局員の取締役からの独立性を確保するため、当該事務局員の人事、懲戒等については、監査
役会と事前協議を行う。

②監査の実効性向上
・取締役及び従業員は、監査の実効性を確保するため、取締役会及び監査役会で定められた監査役に報告す
べき当社及びグループ会社に関する事項を適時、適切に報告する。また、当社及びグループ会社に経営、
業績に影響を及ぼす重要な事項が発生した場合、適時、適切に監査役に報告する。なお、当社及びグルー
プ会社は取締役及び従業員が監査役に当該報告を行ったことを理由として、当該報告者に対して不利益な
取扱いは行わない。
・監査役会は原則として毎月開催し、併せて代表取締役と定期的に経営課題に関する意見交換会を開催す
る。

・常勤監査役は重要な会議に出席するとともに、内部監査担当部署や会計監査人から監査計画、監査の結果
報告などを適宜聴取し、監査の実効性の向上と効率化を図る。
・グループ会社の監査役が出席する「グループ監査役連絡会」を定期的に開催し、グループ情報の共有化を
図る。
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・取締役は監査役の監査に協力し、監査にかかる諸費用については、監査の実効性を担保すべく予算を措置
する。

（8）財務報告の適正を確保する。
金融商品取引法に基づき、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムをグループとして整備し、

その有効かつ効率的な運用及び評価を行う。

2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当該事業年度における業務の適正を確保するための体制についての運用状況の概要は、以下のとおりでありま
す。

（1）企業活動の健全性の確保について
①グループの役員・従業員が守るべき基本姿勢としてのコンプライアンス・ポリシー及び実践のための行動基
準を定めた「テレビ東京グループ行動規範」の周知・教育を実施し、浸透を図っております。また、コンプ
ライアンスやリスク情報をテーマとしたグループ全社一斉メールを随時発信するなど、コンプライアンスの
啓発を推進しております。
②コンプライアンス研修については、グループの新入社員・管理職・役員を対象とした階層別研修において必
須のプログラムとして行うとともに、各グループ会社に対し、ハラスメント防止、下請取引、個人情報保
護、インサイダー取引防止等のテーマ別研修を適宜開催しております。
③内部通報制度については、当社及び外部（弁護士）に窓口を置き、「内部通報に関する規程」に従い適切に
運用しております。2022年６月の改正公益通報者保護法施行を前に社内規程の見直し・制度の充実化を図
り、グループ全体に周知いたしました。

（2）リスク管理体制の整備・推進について
「リスク管理・コンプライアンス委員会」を年６回開催し、年度計画を決定、リスク調査、グループとして

対策を必要とする重要なリスクの特定、その対策内容の評価、進捗状況の監督といった施策によりグループ横
断的なリスクマネジメントを社外委員も入れて推進しております。

（3）効率的な職務執行体制について
①「グループ経営会議」を原則毎週１回開催し、グループにおける重要な意思決定や業務執行状況の監督を行
っております。
②取締役会については、社外取締役・社外監査役が出席し当該事業年度においては12回開催いたしました。取
締役12人中５人を社外取締役とし、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。執行役員制度を導
入し、経営の監督と業務執行の役割を明確化しました。
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（4）内部監査について
内部監査室が取締役社長より承認された年度内部監査計画に基づき、内部統制監査及び業務監査を行ってお
ります。

（5）重要な情報の保存・管理について
取締役会やグループ経営会議の議事録、稟議書等の重要な情報・書類については、法令及び社内規程に基づ
き所管部署が適切に管理しております。サイバーセキュリティ対策を推進するとともに、情報セキュリティ規
程により重要な情報の安全管理に努めています。

（6）グループガバナンスについて
①当社の取締役会やグループ経営会議において、各グループ会社の重要案件に関しては事前承認がなされ、進
捗状況に関し報告されております。

②原則毎月１回「グループ社長会」を、また原則毎週１回「グループ連絡会」を開催し、各社の経営情報を共
有しております。
③グループ各社には、取締役や監査役を派遣し、各社の取締役会において重要な意思決定に参画するとともに
業務執行状況を監督しております。

（7）監査役監査について
①監査役の職務を補助する組織として「監査役会事務局」を置いております。
②常勤監査役は、取締役会、グループ経営会議及びグループ社長会等の重要な会議に出席し経営情報を収集す
るとともに、会計監査人による監査結果、内部監査室による内部監査結果に関し定期的に報告を受け、内部
通報の内容等に関しても適宜報告を受けております。
③監査役会については、当該事業年度においては12回開催し、また、㈱テレビ東京ホールディングス及び㈱テ
レビ東京の代表取締役と監査役会との意見交換会を開催いたしました。
④グループ監査役連絡会は、当該事業年度においては６回開催し、グループ各社の経営計画の進捗状況や監査
に関し情報を共有しております。

（8）財務報告の適正の確保について
財務報告に係る内部統制の整備状況評価及び運用状況評価について、「リスク管理・コンプライアンス委員
会」が年度計画、進捗状況及び最終評価結果等を取締役会及びグループ経営会議に報告し、財務報告に係る内
部統制の適正性を確保しております。
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【 連結注記表 】

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
(1）連結子会社の数 15社
連結子会社の名称 ㈱テレビ東京

㈱ＢＳテレビ東京
㈱テレビ東京コミュニケーションズ
㈱テレビ東京ミュージック
㈱テレビ東京メディアネット
㈱テレビ東京コマーシャル
㈱テレビ東京アート
㈱テレビ東京システム
㈱テレビ東京制作
㈱テレビ東京ダイレクト
㈱テレビ東京ヒューマン
㈱テクノマックス
㈱テレビ東京ビジネスサービス
㈱エー・ティー・エックス
TV TOKYO AMERICA, INC.

(2）主要な非連結子会社の名称等
ＮＡＲＵＴＯ製作委員会（民法上の任意組合）
杭州都愛漫貿易有限公司
杭州都之漫文化創意有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。
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２．持分法の適用に関する事項
(1）持分法適用の非連結子会社の数 16社
主要な会社の名称
ＮＡＲＵＴＯ製作委員会（民法上の任意組合）

(2）持分法適用の関連会社の数 ５社
会社等の名称 ㈱日経映像

㈱日経ＣＮＢＣ
㈱インタラクティーヴィ
㈱プレミアム・プラットフォーム・ジャパン
㈱ＴＶｅｒ

(3）持分法非適用の非連結子会社または関連会社の主要な会社名
杭州都愛漫貿易有限公司
杭州都之漫文化創意有限公司
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、TV TOKYO AMERICA, INC.を除き、全て連結決算日と一致しております。
なお、TV TOKYO AMERICA, INC.は12月31日を決算日としています。連結計算書類の作成に当たって

は、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。
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４．会計方針に関する事項
(1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
その他有価証券 市場価格のない株式等

以外のもの
時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
制作勘定 個別法
商品・貯蔵品 主として先入先出法

(2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具 ２年～12年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっておりま
す。
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(3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計
年度に見合う分を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度に見合う分を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規
に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時において一括費用処理しております。

(5）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間
のれんは効果の発現する期間を合理的に見積もり、その期間にわたり均等償却を行うものとしておりま

す。なお、金額に重要性が乏しい場合には、のれんが生じた期の損益として処理しております。
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(7) 収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する注記」に記載の通りであります。

(8) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び一部の国内連結子会社は、翌連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

することとなります。ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設
されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行
われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関す
る取扱い」（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延
税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
なお、翌連結会計年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税

並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理
及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号 2021年8月12日)を適用する予定であります。
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（会計方針の変更）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、主に放送周辺事業やコミュニケーション事業における広告代理店事業に係る収益について、

従来は広告主から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、広告主へのサービスの提供にお
ける当社グループの役割が代理人であると判断した取引については、広告主から受け取る額からサービスの
提供元等に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。また、地上波放送事業やＢ
Ｓ放送事業におけるライツ事業のうち一部の共同事業に係る収益について、従来は顧客から受け取る対価の
総額を収益と認識しておりましたが、共同事業への出資比率に応じた額で収益を認識する方法に変更してお
ります。また、ライツ事業におけるライセンスの供与に係る収益について、従来は、一部の取引において権
利期間にわたって合理的な基準に基づき収益を認識する方法等によっておりましたが、ライセンスを顧客に
供与する際の約束の性質が、ライセンスが供与される時点で知的財産を使用する権利である場合は、一時点
で収益を認識する方法に変更しました。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会
計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結貸借対照表は、売掛金、流動負債のその

他はそれぞれ726百万円増加しております。当連結会計年度の連結損益計算書の売上高は12,615百万円、
売上原価は12,160百万円、販売費及び一般管理費は214百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益はそれぞれ240百万円減少しております。
当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利
益剰余金の期首残高は180百万円増加しております。
一株当たり情報に与える影響は軽微であります。

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類に
与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記
を行うこととしました。
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（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書関係）
前連結会計年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました、「金銭の信託運用損」は営業
外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
(1)当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産 1,801百万円
(2)見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
当社グループは、繰延税金資産の計上にあたり、事業計画を基礎として、慎重かつ実現可能性の高い継
続的な税務計画を検討し、将来の課税所得等の予測を行っております。その結果、将来回収が見込まれな
いと判断した繰延税金資産については、評価性引当額を認識しております。事業計画における重要な仮定
にはテレビ広告の市場の見通しが含まれます。
このような重要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っていますが、将来の不確実な経済条
件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異
なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性
があります。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

新型コロナウイルス感染症による影響は、世界的な感染拡大により収束時期を正確に見通すことは現状
では困難ですが、当社では、当連結会計年度末時点で入手可能な情報に基づき、当社に与える影響は軽微
であると仮定し、繰延税金資産の回収可能性等に関する会計上の見積りを行っております。
なお、当感染症の感染拡大による影響は不確定要素が多く、当該仮定に重要な変化が生じた場合には、

翌連結会計年度において、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 34,068百万円
流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 3,131百万円

（連結損益計算書に関する注記）
売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 148,070百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 27,779,500株
２．自己株式に関する事項

普通株式 30,937株
３．配当に関する事項
(1）配当金支払額
決 議 株式の種類 配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2021年６月17日
定時株主総会 普通株式 701 25.00 2021年３月31日 2021年６月18日

2021年11月４日
取締役会 普通株式 421 15.00 2021年９月30日 2021年12月６日

計 ― 1,123 ― ― ―

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2022年６月16日を決議日として、次のとおり配当を予定しております。
① 配当金の総額………………………………………… 1,248百万円
② 配当の原資………………………………………………利益剰余金
③ １株当たり配当額…………………………………………45円00銭
④ 基準日………………………………………………2022年３月31日
⑤ 効力発生日…………………………………………2022年６月17日
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 1,724百万円
退職給付に係る負債 616百万円
賞与引当金 755百万円
投資有価証券 96百万円
減価償却超過額 79百万円
資産除去債務 148百万円
未払事業税 213百万円
固定資産の未実現利益消去 163百万円
その他有価証券評価差額金 3百万円
長期未払金 460百万円
その他 477百万円

繰延税金資産小計 4,739百万円
評価性引当額 △2,937百万円
繰延税金資産合計 1,801百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,525百万円
債権債務相殺に伴う貸倒引当金の修正 △0百万円
連結納税加入に伴う資産の評価損 △2百万円
その他 △3百万円

繰延税金負債合計 △1,532百万円
繰延税金資産純額 269百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.8％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.0％
住民税均等割 0.2％
持分法投資損益 △0.3％
評価性引当額の増減 △0.1％
連結子会社との実効税率差異 1.6％
その他 0.4％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2％
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、主に資金計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して
おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調
達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するための利用に限定しており、投機的な取引
は行わない方針であります。
(2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に

取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、運転資金の調達を

目的としたものであり、変動金利である場合には金利の変動リスクに晒されていますが、必要に応じてデ
リバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジする方針であります。
(3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部門と財務部が
連携して主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと
もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引の利用に当たっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行う予定でおります。
当連結会計年度末日現在における最大の信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照

表価額により表されております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期
保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお
ります。
デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた市場リスク管理規程に基づき、取引ごと

にグループ経営会議で基本方針を承認し、これに従い財務部が取引、記帳及び契約先と残高照合等を行
っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、
手元流動性を連結売上高の１カ月分以上に維持することなどにより、流動性リスクを管理しておりま
す。
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(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足情報
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注３）を参照ください。）。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）金銭の信託 434 434 ―
（2）投資有価証券 9,903 9,903 ―

資産計 10,338 10,338 ―
（注１）「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「未払費用」については、現金であること、及び短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）連結貸借対照表に持分法相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については
記載を省略しております。当出資の連結貸借対照表計上額は272百万円であります。

（注３）市場価格のない株式等
（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 3,945
関係会社株式 3,455

これらについては、「（2）投資有価証券」には含めておりません。

（注４）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

区分 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 38,112 ― ― ―
受取手形及び売掛金 31,356 ― ― ―
金銭の信託 434 ― ― ―
合計 69,904 ― ― ―
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
(単位：百万円)

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 9,903 ― ― 9,903
資産計 9,903 ― ― 9,903

投資信託の時価は上記に含めておりません。投資信託の連結貸借対照表計上額は434百万円であり
ます。

(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
当社グループでは、以下の5ステップアプローチに基づき、顧客への財又はサービスの移転との交換によ
り、その権利を得ると見込む対価の額を反映した金額で収益を認識しております。
ステップ1：顧客との契約を識別する。
ステップ2：契約における履行義務を識別する。
ステップ3：取引価格を算定する。
ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(1) 収益の分解
(単位：百万円)

放送事業 ライツ事業 通販事業 その他 事業間取引 合計

地上波放送事業 83,253 27,716 ― ― △2,548 108,420

放送周辺事業 ― ― 12,003 24,643 △15,424 21,222

ＢＳ放送事業 15,863 1,312 ― ― △816 16,359
コミュニケーション
事業 ― ― ― 5,020 △2,953 2,067

合計 99,116 29,028 12,003 29,664 △21,743 148,070

(2)収益を理解するための基礎となる情報
主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下の通りであります。
①放送事業
当社グループの主たる事業である放送事業に関しては、広告主より依頼された広告を放送する履行義
務を負っております。
タイム収入は１つの番組の放送時間の途中で放送する広告枠を販売する形態であります。タイム収入
につきましては広告を放送した時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。
スポット収入は前の番組と次の番組が始まる間や特定の番組と関係なく広告枠を販売する形態であり
ます。スポット収入につきましては契約期間において広告を放送するにつれ履行義務が充足されると判
断して収益を認識しております。
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②ライツ事業
主に放送番組の周辺権利(インターネットによる動画配信、ビデオグラム化、出版化、ゲーム化、玩具
その他の商品化等の権利等)を利用し、さまざまなサービスや商品として展開し収益を上げるライツ事業
に関しては、主に権利の使用を許諾する履行義務を負っております。ライツ事業の収益は権利の供与時
点において、顧客が当該権利に対する支配を獲得することで当社グループの履行義務が充足されると判
断した場合、当該時点で収益を認識しています。
③通販事業
通販事業に関しては、顧客から注文された商品を引渡す履行義務を負っております。収益を認識する
時点は、出荷時から支配移転時までの間が通常の期間であるため、代替的な取扱いを適用し商品の出荷
時に収益を認識しております。また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、過去の実績
等に基づき見積もった返品などを控除した金額で測定しています。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(単位：百万円)

当連結会計年度

期首残高 期末残高

契約負債 1,369 3,131
契約負債は、主に、権利の使用の供与時点に収益を認識するライツ事業における顧客とのライセンス
契約において支払条件に基づき顧客から受け取った翌期分の前受金に関するものであります。
当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,369百万円で

あります。
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（退職給付に関する注記）
１．採用している退職給付制度の概要

国内連結子会社は、確定給付型およびリスク分担型並びに確定拠出型の制度を設けており、確定給付型の
制度として、確定給付企業年金制度（金利変動型)、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりま
す。また、一部の国内連結子会社は、特定退職金共済制度及び中小企業退職金共済制度を採用しておりま
す。リスク分担型の制度は「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 2016年12月16日）第４
項に定める確定拠出制度に分類されます。リスク分担型企業年金は、標準掛金相当額の他に、リスク対応掛
金相当額があらかじめ規約に定められており、毎連結会計年度におけるリスク分担型企業年金の財政状況に
応じて給付額が増減し、年金に関する財政の均衡が図られることとなります。

２．確定給付制度
(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期首残高 2,651百万円
勤務費用 168百万円
利息費用 4百万円
数理計算上の差異の発生額 24百万円
退職給付の支払額 △277百万円
退職給付債務の期末残高 2,571百万円
(注)一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）
年金資産の期首残高 670百万円
期待運用収益 ―百万円
数理計算上の差異の発生額 △1百万円
事業主からの拠出額 ―百万円
退職給付の支払額 △97百万円
年金資産の期末残高 572百万円
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付
に係る資産の調整表の期首残高と期末残高の調整表

積立型制度の退職給付債務 1,501百万円
年金資産 △572百万円

929百万円
非積立型制度の退職給付債務 1,069百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,999百万円

退職給付に係る負債 2,132百万円
退職給付に係る資産 △133百万円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,999百万円
(注)退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産は、当社の連結貸借対照表の表示上両者をネットしております。

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 168百万円
利息費用 4百万円
期待運用収益 ―百万円
数理計算上の差異の費用処理額 25百万円
過去勤務費用の当期費用処理額 10百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 208百万円

(5) 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額の内訳は、次のとおりであります。
過去勤務費用 10百万円
合計 10百万円

(6) 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額の内訳は、次のとおりであります。

未認識過去勤務費用 37百万円
合計 37百万円
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(7) 年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

現金及び預金 86%
その他 14%
合計 100%

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構
成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.3％
長期期待運用収益率 0.0％

３．確定拠出制度
(1) 確定拠出制度に係る退職給付費用の額

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、637百万円でありました。

(2) リスク対応掛金相当額に係る事項
翌連結会計年度以降に拠出することが要求されるリスク対応掛金相当額は3,441百万円であり、当該リ

スク対応掛金相当額の拠出に関する残存年数は18年11ヶ月であります。

(3) その他の事項
リスク分担型企業年金への移行の時点で規約に定める掛金に含まれる特別掛金相当額の総額は2,582百

万円であり、当連結会計年度末時点の特別掛金相当額を未払金(流動負債の「その他」)に516百万円、長
期未払金に1,504百万円計上しております。
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（企業結合等に関する注記）
共通支配下の取引等
子会社株式の追加取得
(1) 取引の概要
①結合当事企業の名称及びその事業の内容
結合当事企業の名称：㈱エー・ティー・エックス(当社の連結子会社)
事業の内容 ：主としてＣＳ放送「ＡＴ―Ｘ」の運営を行っております。
②企業結合日
2021年８月31日
③企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得
④結合後企業の名称
変更ありません。
⑤その他取引の概要に関する事項
追加取得した株式の議決権比率は47.42％であり、当該取引により㈱エー・ティー・エックスを当社
の完全子会社といたしました。当該追加取得は、テレビ東京グループの成長戦略の柱であるアニメビジ
ネスを機動的に展開し、テレビ東京との連携を密にしながらＣＳ放送のみならずライツ事業を含めた多
角的なアニメビジネスをスピーディーに進めるために行ったものであります。

(2) 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に
基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

(3) 子会社株式の追加取得に関する事項
取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 2,785百万円

取得原価 2,785百万円

（１株当たり情報に関する注記）
１. １株当たり純資産 3,229円55銭
２. １株当たり当期純利益 214円88銭

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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【 個別注記表 】

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券 市場価格のない株式等

以外のもの
時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有 形 固 定 資 産 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３年～41年
機械装置及び運搬具 ２年～12年
工具、器具及び備品 ５年～15年

(2) 無 形 固 定 資 産 定額法
なお、ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

３．引当金の計上基準
役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合う分を計上しておりま
す。
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４．収益及び費用の計上基準
当社の主な収益は、子会社からの経営指導料及び受取配当金となります。経営指導料においては、子会社

への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実際された時点で当社の履行義務
が充足されることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。受取配当金については、配当金の効
力発生日をもって認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号）において創設されたグループ通算制度への移
行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納
税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号
2020年3月31日）第3項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第28号 2018年2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい
て、改正前の税法の規定に基づいております。なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用
する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グル
ープ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告第42号 2021年8月
12日)を適用する予定であります。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。収益認識会計基準
等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業年
度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に
加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（損益計算書関係）
前事業年度において「営業外費用」の「その他」に含めておりました、「金銭の信託運用損」は重要性が
増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。
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（会計上の見積りに関する注記）
関係会社株式の評価
(1)当事業年度の貸借対照表に計上した金額

関係会社株式 58,171百万円
(2)見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
当社の有する関係会社株式は、市場価格のない株式等であり、財政状態の悪化により実質価額が貸借対
照表価額に比して著しく低下した場合には、回復可能性の判定を行い、減損処理の要否を決定しておりま
す。回復可能性の判定については、子会社等の事業計画に基づき実施しているため、将来の不確実な経済
条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、事業計画に基づく業績回復が予定通りに進まないこ
とが判明した場合、翌事業年度の計算書類において、減損の計上が必要となる可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）
１. 有形固定資産の減価償却累計額 11,421百万円
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
(1）短期金銭債権 1,236百万円
(2) 長期金銭債権 525百万円
(3）短期金銭債務 35,196百万円
(4）長期金銭債務 1,985百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との間の取引高
営業取引
営業収益 11,811百万円
営業費用 929百万円
営業取引以外の取引高 180百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 30,937株
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
繰越欠損金 1,724百万円
未払事業税 22百万円
未払事業所税 5百万円
関係会社株式 356百万円
資産除去債務 148百万円
その他有価証券評価差額金 3百万円
その他 3百万円

繰延税金資産小計 2,263百万円
評価性引当額 △2,240百万円
繰延税金資産合計 22百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △163.6％
住民税均等割 0.4％
評価性引当額の増減 20.3％
その他 3.6％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △107.6％

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱テレビ東京 東京都
港区 8,910

地上波放送番組の制
作・放送・広告枠の
販売

所有
直接
100.0％

経営指導

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
資金の一括管理

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
預り(純額) （注）1

3,882 預り金 8,892

役員の兼任 賃貸料（注）2 4,001 売掛金
前受金

248
115

本社屋等の賃貸 敷金の預り（注）3 － その他固
定負債 1,400

子会社 ㈱ＢＳテレビ東
京

東京都
港区 6,700

ＢＳ放送番組の制
作・放送・広告枠の
販売

所有
直接
100.0％

経営指導
キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
預り（純額）（注）1

1,196 預り金 15,492

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
資金の一括管理
役員の派遣

子会社
㈱テレビ東京コ
ミュニケーショ
ンズ

東京都
港区 70

放送コンテンツ等の
権利獲得処理、及び
インターネット等へ
の配信

所有
直接
100.0％

経営指導
キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
預り（純額）（注）1

113 預り金 1,196

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
資金の一括管理
役員の派遣

子会社 ㈱テレビ東京メ
ディアネット

東京都
港区 20 放送番組、パッケージソフトの販売

所有
間接
100.0％

経営指導
キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
預り（純額）（注）1

410 預り金 1,550

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
資金の一括管理
役員の派遣

子会社 ㈱テレビ東京ダ
イレクト

東京都
港区 20 通信販売事業・広告代理業

所有
間接
100.0％

経営指導
キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
預り（純額）（注）1

477 預り金 1,296

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
資金の一括管理
役員の派遣

子会社 ㈱エー・ティ
ー・エックス

東京都
港区 100

アニメーションの放
送業務、 アニメーシ
ョン番組の企画・制
作・原作権取得

所有
間接
100.0％

経営指導
キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
預り（純額）（注）1

769 預り金 4,068

キャッシュ・マネジメ
ント・システムによる
資金の一括管理
役員の派遣

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 預け金及び預り金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

2. 賃貸料については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、決定しております。
3. 敷金については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、決定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
１. １株当たり純資産 2,571円05銭
２. １株当たり当期純利益 68円53銭

（注） 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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